
文教委員会資料① 

１ 平成２９年第１回定例会提出予定議案の説明 

・議案第１８号 川崎市児童相談所条例の一部を改正する条例の制定について 

・議案第１９号 川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する 

        条例の制定について 

・議案第３７号 平成 29 年度川崎市一般会計予算 

・議案第４１号 平成 29 年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

・議案第５６号 平成 28 年度川崎市一般会計補正予算 

・報告第１号  地方自治法第 180 条の規定による市長の専決処分の報告について 

資料１  川崎市児童相談所条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

資料２  川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 新旧対照表 

こども未来局 

（平成２９年２月８日） 
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川崎市児童相談所条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 改正後 改正前 

○川崎市児童相談所条例 ○川崎市児童相談所条例 

昭和４６年１２月２４日条例第７０号 昭和４６年１２月２４日条例第７０号

（略） （略）

 (業務)  (業務) 

第３条 相談所は、児童の福祉に関する事項について、主として次に掲げる

業務を行うものとする。 

第３条 相談所は、児童の福祉に関する事項について、主として次の業務を

行うものとする。 

(１) 児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を

必要とするものに応ずること。 

(１) 児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を

必要とするものに応ずること。 

(２) 児童及びその家庭につき、必要な調査並びに医学的、心理学的、教育

学的、社会学的及び精神保健上の判定を行うこと。 

(２) 児童及びその家庭につき、必要な調査並びに医学的、心理学的、教育

学的、社会学的及び精神保健上の判定を行うこと。 

(３) 児童及びその保護者につき、前号の調査又は判定に基づいて心理又は

児童の健康及び心身の発達に関する専門的な知識及び技術を必要とする

指導その他必要な指導を行うこと。 

(３) 児童及びその保護者につき、前号の調査又は判定に基づいて心理又は

児童の健康及び心身の発達に関する専門的な知識及び技術を必要とする

指導その他必要な指導を行うこと。 

(４) 児童の一時保護を行うこと。 (４) 児童の一時保護を行うこと。 

(５) 里親に関する次に掲げる業務を行うこと。 

 ア 里親に関する普及啓発を行うこと。 

 イ 里親につき、その相談に応じ、必要な情報の提供、助言、研修その

他の援助を行うこと。 

 ウ 里親と法第２７条第１項第３号の規定により入所の措置が採られて

乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設又は児童自立支援施設に入

所している児童及び里親相互の交流の場を提供すること。 

 エ 法第２７条第１項第３号の規定による里親への委託に資するよう、

里親の選定及び里親と児童との間の調整を行うこと。 

 オ 法第２７条第１項第３号の規定により里親に委託しようとする児童

及びその保護者並びに里親の意見を聴いて、当該児童の養育の内容そ
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 改正後 改正前 

の他の法第１１条第１項第２号ヘ（５）の厚生労働省令で定める事項

について当該児童の養育に関する計画を作成すること。 

(６) 養子縁組により養子となる児童、その父母及び当該養子となる児童の

養親となる者、養子縁組により養子となった児童、その養親となった者

及び当該養子となった児童の父母（民法（明治２９年法律第８９号）第

８１７条の２第１項に規定する特別養子縁組により親族関係が終了した

当該養子となった児童の実方の父母を含む。）その他の児童を養子とす

る養子縁組に関する者につき、その相談に応じ、必要な情報の提供、助

言その他の援助を行うこと。 

(７) 前各号に掲げるもののほか、児童の福祉に関し、家庭その他につき専

門的な知識及び技術を必要とする支援を行うこと。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、児童の福祉に関し、家庭その他につき専

門的な知識及び技術を必要とする支援を行うこと。 

２ 相談所は、必要に応じ、巡回して、前項に規定する業務（同項第４号に

掲げる業務を除く。）を行うことができる。 

２ 相談所は、必要に応じ、巡回して、前項に規定する業務（同項第４号に

掲げる業務を除く。）を行うことができる。 

（略） （略）

 附 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 
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川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

 改正後 改正前 

○川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 ○川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 

平成２４年１２月１４日条例第５６号 平成２４年１２月１４日条例第５６号

目次 目次 

第１章 総則（第１条～第２２条） 第１章 総則（第１条～第２２条） 

第２章 助産施設（第２３条～第２６条） 第２章 助産施設（第２３条～第２６条） 

第３章 乳児院（第２７条～第３６条） 第３章 乳児院（第２７条～第３６条） 

第４章 母子生活支援施設（第３７条～第４４条） 第４章 母子生活支援施設（第３７条～第４４条） 

第５章 保育所（第４５条～第５２条） 第５章 保育所（第４５条～第５２条） 

第６章 児童厚生施設（第５３条～第５６条） 第６章 児童厚生施設（第５３条～第５６条） 

第７章 児童養護施設（第５７条～第６５条） 第７章 児童養護施設（第５７条～第６５条） 

第８章 福祉型障害児入所施設（第６６条～第７４条） 第８章 福祉型障害児入所施設（第６６条～第７４条） 

第９章 医療型障害児入所施設（第７５条～第７７条） 第９章 医療型障害児入所施設（第７５条～第７７条） 

第１０章 福祉型児童発達支援センター（第７８条～第８２条） 第１０章 福祉型児童発達支援センター（第７８条～第８２条） 

第１１章 医療型児童発達支援センター（第８３条～第８６条） 第１１章 医療型児童発達支援センター（第８３条～第８６条） 

第１２章 児童心理治療施設（第８７条～第９２条） 第１２章 情緒障害児短期治療施設（第８７条～第９２条） 

第１３章 児童自立支援施設（第９３条～第１０１条） 第１３章 児童自立支援施設（第９３条～第１０１条） 

第１４章 児童家庭支援センター（第１０２条～第１０４条） 第１４章 児童家庭支援センター（第１０２条～第１０４条） 

附則 附則 

（略） （略） 

（給付金として支払を受けた金銭の管理） （給付金として支払を受けた金銭の管理） 

第１６条 乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設及び

児童自立支援施設の設置者は、入所中の児童に係る給付金（児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以下「基準

省令」という。）第１２条の２に規定する厚生労働大臣が定める給付金を

いう。以下この条において「給付金」という。）の支給を受けたときは、

給付金として支払を受けた金銭を次に掲げるところにより管理しなければ

ならない。 

第１６条 乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、情緒障害児短期治療施

設及び児童自立支援施設の設置者は、入所中の児童に係る給付金（児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以下

「基準省令」という。）第１２条の２に規定する厚生労働大臣が定める給

付金をいう。以下この条において「給付金」という。）の支給を受けたと

きは、給付金として支払を受けた金銭を次に掲げるところにより管理しな

ければならない。 
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 改正後 改正前 

(１) 当該児童に係る当該金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により

生じた収益を含む。以下この条において「児童に係る金銭」という。）

をその他の財産と区分すること。 

(１) 当該児童に係る当該金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により

生じた収益を含む。以下この条において「児童に係る金銭」という。）

をその他の財産と区分すること。 

(２) 児童に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること。 (２) 児童に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること。 

(３) 児童に係る金銭の収支の状況を明らかにする帳簿を整備すること。 (３) 児童に係る金銭の収支の状況を明らかにする帳簿を整備すること。 

(４) 当該児童が退所した場合には、速やかに、児童に係る金銭を当該児童

に取得させること。 

(４) 当該児童が退所した場合には、速やかに、児童に係る金銭を当該児童

に取得させること。 

（略） （略） 

（苦情への対応等） （苦情への対応等） 

第２０条 児童福祉施設の設置者は、その行った援助に関し、入所している

者又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、窓口の

設置その他の必要な措置を講じなければならない。 

第２０条 児童福祉施設の設置者は、その行った援助に関し、入所している

者又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、窓口の

設置その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、児童

心理治療施設及び児童自立支援施設の設置者は、前項の必要な措置として、

苦情の公正な解決を図るために、その解決に当たって当該児童福祉施設の

職員以外の者を関与させなければならない。 

２ 乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、情緒

障害児短期治療施設及び児童自立支援施設の設置者は、前項の必要な措置

として、苦情の公正な解決を図るために、その解決に当たって当該児童福

祉施設の職員以外の者を関与させなければならない。 

３ 児童福祉施設の設置者は、その行った援助に関し、当該措置、助産の実

施、母子保護の実施又は保育の提供若しくは法第２４条第５項若しくは第

６項の規定による措置に係る市からの指導又は助言を受けた場合は、当該

指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

３ 児童福祉施設の設置者は、その行った援助に関し、当該措置、助産の実

施、母子保護の実施又は保育の提供若しくは法第２４条第５項若しくは第

６項の規定による措置に係る市からの指導又は助言を受けた場合は、当該

指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

４ 児童福祉施設の設置者は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第８

５条第１項の規定により運営適正化委員会が行う調査に協力するよう努め

なければならない。 

４ 児童福祉施設の設置者は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第８

５条第１項の規定により運営適正化委員会が行う調査に協力するよう努め

なければならない。 

（略） （略） 

（利用料） （利用料） 

第５２条 削除 第５２条 法第５６条第３項の規定による徴収金及び就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７

７号）第１３条第４項の規定による保育料（以下この条において「徴収金

等」という。）以外に当該保育所が児童に対して提供するサービス（当該
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 改正後 改正前 

徴収金等を支払う者の選定により提供されるものを除く。）に関し、当該

者から利用料の支払を受ける場合にあっては、当該利用料の額は、当該サ

ービスの実施に要する費用を勘案し、かつ、当該者の家計に与える影響を

考慮して定めなければならない。 

（略） （略） 

第１２章 児童心理治療施設 第１２章 情緒障害児短期治療施設 

（略） （略） 

（設備の基準） （設備の基準） 

第８７条 児童心理治療施設の設備の基準は、次のとおりとする。 第８７条 情緒障害児短期治療施設の設備の基準は、次のとおりとする。 

(１) 児童の居室、医務室、静養室、遊戯室、観察室、心理検査室、相談室、

工作室、調理室、浴室及び便所を設けること。 

(１) 児童の居室、医務室、静養室、遊戯室、観察室、心理検査室、相談室、

工作室、調理室、浴室及び便所を設けること。 

(２)  児童の居室の１室の定員は４人以下とし、その面積は１人につき４．

９５平方メートル以上とすること。 

(２)  児童の居室の１室の定員は４人以下とし、その面積は１人につき４．

９５平方メートル以上とすること。 

(３) 男子と女子の居室は、別にすること。 (３) 男子と女子の居室は、別にすること。 

(４) 便所は、男子用と女子用とを別にすること。ただし、少数の児童を対

象として設けるときは、この限りでない。 

(４) 便所は、男子用と女子用とを別にすること。ただし、少数の児童を対

象として設けるときは、この限りでない。 

（職員） （職員） 

第８８条 児童心理治療施設には、次に掲げる職員を置かなければならない。

ただし、調理業務の全部を委託する施設にあっては、調理員を置かないこ

とができる。 

第８８条 情緒障害児短期治療施設には、次に掲げる職員を置かなければな

らない。ただし、調理業務の全部を委託する施設にあっては、調理員を置

かないことができる。 

(１) 医師 (１) 医師 

(２) 心理療法担当職員 (２) 心理療法担当職員 

(３) 児童指導員 (３) 児童指導員 

(４) 保育士 (４) 保育士 

(５) 看護師 (５) 看護師 

(６) 個別対応職員 (６) 個別対応職員 

(７) 家庭支援専門相談員 (７) 家庭支援専門相談員 

(８) 栄養士 (８) 栄養士 

(９) 調理員 (９) 調理員 
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 改正後 改正前 

２ 医師は、精神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者でなければな

らない。 

２ 医師は、精神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者でなければな

らない。 

３ 心理療法担当職員は、学校教育法に規定する大学の学部で、心理学を専

修する学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者又は同法に規

定する大学の学部で、心理学に関する科目の単位を優秀な成績で修得した

ことにより、同法第１０２条第２項の規定により大学院への入学を認めら

れた者であって、個人及び集団心理療法の技術を有し、かつ、心理療法に

関する１年以上の経験を有するものでなければならない。 

３ 心理療法担当職員は、学校教育法に規定する大学の学部で、心理学を専

修する学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者又は同法に規

定する大学の学部で、心理学に関する科目の単位を優秀な成績で修得した

ことにより、同法第１０２条第２項の規定により大学院への入学を認めら

れた者であって、個人及び集団心理療法の技術を有し、かつ、心理療法に

関する１年以上の経験を有するものでなければならない。 

４ 家庭支援専門相談員は、社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有

する者、児童心理治療施設において児童の指導に５年以上従事した者又は

法第１３条第３項各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

４ 家庭支援専門相談員は、社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有

する者、情緒障害児短期治療施設において児童の指導に５年以上従事した

者又は法第１３条第３項各号のいずれかに該当する者でなければならな

い。 

５ 心理療法担当職員の数は、おおむね児童１０人につき１人以上とする。５ 心理療法担当職員の数は、おおむね児童１０人につき１人以上とする。

６ 児童指導員及び保育士の総数は、通じて、おおむね児童４．５人につき

１人以上とする。 

６ 児童指導員及び保育士の総数は、通じて、おおむね児童４．５人につき

１人以上とする。 

（児童心理治療施設の長の資格等） （情緒障害児短期治療施設の長の資格等） 

第８９条 児童心理治療施設の長は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、

基準省令第７４条第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が行う児童

心理治療施設の運営に関し必要な知識を習得させるための研修を受けた者

であって、人格が高潔で見識が高く、児童心理治療施設を適切に運営する

能力を有するものでなければならない。 

第８９条 情緒障害児短期治療施設の長は、次の各号のいずれかに該当し、

かつ、基準省令第７４条第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が行

う情緒障害児短期治療施設の運営に関し必要な知識を習得させるための研

修を受けた者であって、人格が高潔で見識が高く、情緒障害児短期治療施

設を適切に運営する能力を有するものでなけらばならない。 

(１) 精神保健又は小児保健に関して学識経験を有する医師 (１) 精神保健又は小児保健に関して学識経験を有する医師 

(２) 社会福祉士の資格を有する者 (２) 社会福祉士の資格を有する者 

(３) 児童心理治療施設の職員として３年以上勤務した者 (３) 情緒障害児短期治療施設の職員として３年以上勤務した者 

(４) 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者であっ

て、次に掲げる期間の合計が３年以上であるもの又は基準省令第７４条

第１項第４号に規定する厚生労働大臣が指定する講習会の課程を修了し

たもの 

(４) 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者であっ

て、次に掲げる期間の合計が３年以上であるもの又は基準省令第７４条

第１項第４号に規定する厚生労働大臣が指定する講習会の課程を修了し

たもの 

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあっては、児童福祉事業（国、 ア 児童福祉司となる資格を有する者にあっては、児童福祉事業（国、
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 改正後 改正前 

都道府県又は市町村の内部組織における児童福祉に関する事務を含

む。）に従事した期間 

都道府県又は市町村の内部組織における児童福祉に関する事務を含

む。）に従事した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっては、社会福祉事業に従

事した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっては、社会福祉事業に従

事した期間 

ウ 社会福祉施設の職員として勤務した期間（ア又はイに掲げる期間に

該当する期間を除く。） 

ウ 社会福祉施設の職員として勤務した期間（ア又はイに掲げる期間に

該当する期間を除く。） 

２ 児童心理治療施設の長は、２年に１回以上、その資格の向上のため、基

準省令第７４条第２項に規定する厚生労働大臣が指定する者が行う研修を

受けなければならない。ただし、やむを得ない理由があるときは、この限

りでない。 

２ 情緒障害児短期治療施設の長は、２年に１回以上、その資格の向上のた

め、基準省令第７４条第２項に規定する厚生労働大臣が指定する者が行う

研修を受けなければならない。ただし、やむを得ない理由があるときは、

この限りでない。 

（心理療法、生活指導及び家庭環境の調整） （心理療法、生活指導及び家庭環境の調整） 

第９０条 児童心理治療施設における心理療法及び生活指導は、児童の社会

的適応能力の回復を図り、児童が、当該児童心理治療施設を退所した後、

健全な社会生活を営むことができるようにすることを目的として行わなけ

ればならない。 

第９０条 情緒障害児短期治療施設における心理療法及び生活指導は、児童

の社会的適応能力の回復を図り、児童が、当該情緒障害児短期治療施設を

退所した後、健全な社会生活を営むことができるようにすることを目的と

して行わなければならない。 

２ 児童心理治療施設における家庭環境の調整は、児童の保護者に児童の状

態及び能力を説明するとともに、児童の家庭の状況に応じ、親子関係の再

構築等が図られるよう行わなければならない。 

２ 情緒障害児短期治療施設における家庭環境の調整は、児童の保護者に児

童の状態及び能力を説明するとともに、児童の家庭の状況に応じ、親子関

係の再構築等が図られるよう行わなければならない。 

（関係機関との連携） （関係機関との連携） 

第９１条 児童心理治療施設の長は、児童の通学する学校及び児童相談所並

びに必要に応じ、児童家庭支援センター、児童委員、保健所等の関係機関

と密接に連携して児童の指導及び家庭環境の調整を行わなければならな

い。 

第９１条 情緒障害児短期治療施設の長は、児童の通学する学校及び児童相

談所並びに必要に応じ、児童家庭支援センター、児童委員、保健所等の関

係機関と密接に連携して児童の指導及び家庭環境の調整を行わなければな

らない。 

（準用） （準用） 

第９２条 第３４条、第３５条及び第６３条の規定は、児童心理治療施設に

ついて準用する。この場合において、第３４条中「第３２条第１項」とあ

るのは「第９０条第１項」と、「乳幼児」とあるのは「児童」と、第３５

条中「法第３７条」とあるのは「法第４３条の２」と読み替えるものとす

る。 

第９２条 第３４条、第３５条及び第６３条の規定は、情緒障害児短期治療

施設について準用する。この場合において、第３４条中「第３２条第１項」

とあるのは「第９０条第１項」と、「乳幼児」とあるのは「児童」と、第

３５条中「法第３７条」とあるのは「法第４３条の２」と読み替えるもの

とする。 
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 改正後 改正前 

 附 則   

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 
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